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1．失業率は 10 ヵ月ぶりの 4％台 

総務省が 3 月 2 日に公表した労働力調査によると、1 月の完全失業率は前月から 0.3 ポイント低

下し 4.9％となった（ロイター集計事前予想：5.2％、当社予想は 5.1％）。失業率は 09 年 4 月以降、

5％台で推移していたが、10 ヵ月ぶりに 4％台まで低下した。 

なお、1 月分の公表と同時に過去にさかのぼって失業率の季節調整替えが実施され、過去最悪を

記録した 09 年 7 月の失業率は 5.7％から 5.6％へ下方修正された（過去最悪であることは変わらな

い）。 

 

雇用者数は前年比▲0.6％となり、12 月の同▲1.2％から減少幅が大きく縮小した。失業者数は

323 万人、前年に比べ 46 万人の増加とな

ったが、ピーク時（09 年 7月の 103 万人

増）に比べると増加幅は縮小している。

季節調整値でみた失業者数は 328 万人と

なり、ピーク時（09 年 7 月）の 369 万人

からは 40 万程度減少している。 
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（％）完全失業率と失業者増減の内訳（前年差、万人）

（注）非自発的離職は定年又は雇用契約の満了＋勤め先都合

（資料）総務省統計局「労働力調査」

完全失業率（右目盛）

（年・月）

失業者計

失業者の内訳を求職理由別に見ると、

非自発的な離職による者が前年に比べ

31 万人の増加（うち勤め先都合が 21 万

人増）、自己都合による者が 3万人の増加

となった。 

 

雇用者数の内訳を産業別に見ると、製造業の雇用者数は前年に比べ▲61 万人の減少と 12 ヵ月連

続で減少した。09 年 8 月の同▲106 万人減に比べれば減少幅は縮小しているが、3 ヵ月連続で 60

万人台の減少となっている。鉱工業生産は 09 年春頃から急回復を続けているが、生産の水準が依

然としてピーク時の 8割程度にとどまっていることもあり、製造業の雇用の回復ペースは緩慢なも

のにとどまっている。 

一方、医療・福祉は前年に比べ 33 万人の増加（12 月：19 万人増）と引き続き雇用の下支えとな

っているほか、卸売・小売業が前年に比べ 3万人増（12 月：▲9 万人減）と 6ヵ月ぶりの増加とな
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った。派遣社員が含まれる職業紹介・労働者派遣業の雇用者数は前年に比べ▲2 万人減と 15 ヵ月連

続の減少となったが、12 月の▲13 万人減からは減少幅が大きく縮小した。 

従業員規模別には、12 月に 2 年 7 ヵ月ぶりに増加に転じた 1～29 人の中小企業の雇用者数が 2

ヵ月連続で前年よりも増加したが、30 人以上の規模では減少した。 
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２．有効求人倍率は 4 ヵ月ぶりに改善 

厚生労働省が3月2日に公表した一般職業紹介状況によると、1月の有効求人倍率は前月から0.03

ポイント上昇し 0.46 倍となった(ロイター事前予想：0.47 倍、当社予想も 0.47 倍)。有効求職者数

が前月比▲3.8％と2ヵ月連続で減少する一方、有効求人数が前月比2.3％と2ヵ月ぶりに増加した。 

有効求人倍率も失業率と同様に過去にさかのぼって季節調整替えが実施された。従来は 09 年 7

月、8 月に過去最低の 0.42 倍を記録した後、9 月から 4 ヵ月続けて 0.01 ポイントの改善となって

いたが、季節調整替え後は、09 年 8 月

の 0.42 倍から 9 月に 0.43 倍に改善し

た後、12 月まで横ばいが続くという形

となった。 

有効求人倍率の先行指標である新規

求人倍率は前月から 0.04 ポイント上

昇し 0.85 倍となった。新規求人数は前

月比▲1.1％と 5 ヵ月ぶりに減少した

が、新規求職申込件数が前月比▲6.0％

の大幅減少となったことが、求人倍率

の上昇に寄与した。求人数の回復ペー

スは緩やかなものにとどまっており、先行きも企業の求人意欲が急速に高まることは期待できない

が、当面は失業者の減少を反映した求職者数の減少が労働需給の改善に寄与することになろう。 
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